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平成 28 年度第 3 回東京都北区子ども・子育て会議（第 16 回会議）議事要旨 

 

 

[日  時] 

平成28年11月7日（月）18：30～20：17 

[会  場] 

北とぴあ14階 スカイホール 

[出 席 者] 

  岩崎会長、神長副会長、我妻委員、齋藤委員、田辺委員、菅野委員、丸山委員、  

石山委員、小針委員、坂内委員、橋本委員、大塚委員、誉田委員、仁科委員 

[次  第] 

 1 開会 

 2 議事 

  （１）待機児童解消緊急対策の進捗状況等について 

・平成 29 年 4 月新規開設予定施設等の利用定員について（区の審査等が 

完了しているもの） 

・平成 30 年 4 月期に向けた保育園待機児童解消緊急対策について 

（２）平成２９年度北区放課後子ども総合プランの実施について 

（３）学童クラブの新設及び移設、定員拡大について 

（４）（仮称）子どもの貧困対策に関する計画策定のための実態調査（速報） 

 

3 閉会 

【事前配布資料】 

資料 1-（１） 待機児童解消緊急対策の進捗状況等について 

資料 1-（２） 
平成29年4月新規開設予定施設等の利用定員について（区の審査

等が完了しているもの） 

資料 1-（３） 平成30年4月期に向けた保育園待機児童解消緊急対策について 

資料 2 平成２９年度北区放課後子ども総合プランの実施について 

資料３ 学童クラブの新設及び移設、定員拡大について 

 

【当日配付資料】 

資料 2-（２） 放課後子ども総合プランの委託期間と再公募のイメージ 

資料４ （仮称）子どもの貧困対策に関する計画策定のための実態調査（速報）
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1.開会 

【会長】 

 皆様こんばんは。それでは定刻になりましたので、平成２８年度第３回の北区子ど

も・子育て会議を開会します。 

 それでは、最初に事務局から本日の委員の出欠について報告をお願いいたします。 

 

【事務局】 

 本日の委員の出席についてですが、本日は既に、４名の方からご欠席のご連絡をい

ただいております。北区医師会の鹿田委員様、連合東京北地域協議会連合東京北地区

協議会の原嶋様、そして北区小学校校長会の平山様、公募委員の滝口様におかれまし

ては、既に欠席のご連絡をいただいております。また、北区民生委員児童委員協議会

の榎本様がご欠席ですが、定足数を満たしているところでございます。 

また、本日は私立保育園理事長園長会のほうから、佐田様の代理で、齋藤先生が参

加されておりますので、よろしくお願いいたします。 

 

【会長】 

それでは、最初に事務局から資料の確認をお願いいたします。 

 

【事務局】 

 では、資料の確認でございます。１１月２日付で先に送付させていただいたものが、

資料１というもの、待機児童関連が３枚、（１）、（２）、（３）。そして資料２といたし

ましては、平成２９年度北区放課後子ども総合プランの実施について、資料３といた

しましては、学童クラブの新設及び移設、定員拡大についてということで、一つ。こ

れが事前にお送りさせていただいた資料でございます。 そして、本日席上に未定稿

ということでございますが、子どもの貧困対策に関する計画策定の中の実態調査（速

報）といったようなことで、席上に置かせていただいております。 

 

2.議事         

【会長】  

 それでは本日の議事に入りたいと思います。資料１－（１）、待機児童解消のための

緊急対策の進捗状況等について。それから資料１－（２）の平成２９年度４月新規開

設予定施設等の利用定員について。それから１－（３）の平成３０年４月期にむけた

保育園待機児童解消緊急対策について、事務局から説明をお願いいたします。 

 

【事務局】 

資料１－（１）、（２）、（３）と三つに分かれてございますが、いずれも保育園の待

機児解消策ということで、関連がございます。続けて説明をさせていただきます。 

 まず資料１－（１）で、待機児童解消のための緊急対策の進捗状況についてです。（１）

の要旨でございますが、去る７月４日開催の第１回子ども・子育て会議で議題といた

しました保育園待機児解消に向けた緊急対策について、その進捗状況を報告するもの
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でございます。 

 ２の（１）の表でございますが、これは７月にお示しいたしました、いわゆる見込

み数、計画数でございます。平成２８年４月現在、北区は民間施設及び区で運営費補

助などを行っている施設を合わせまして、合計で７,２０１名の受け入れ児童数を確保

してございます。それを平成２８年度中に２３７名、これは今年度４月期の待機児童

数が２３２名、そういったことを意識したものでございます。それを年度内に整備、

確保するということ。そして平成２９年４月期までには、その２８年度中の整備数と

合わせまして、合計で１,０９０名の受け入れ数増を図っていくといったような目標と

いうか、取り組みを掲げさせていただいたところでございます。 

 それに対しまして現在の進捗状況でございます。（２）になります。平成２８年度中

でございます、この計画表のＡ欄の２３７に対しまして、現実どういったかといいま

すと、表２のＤ欄の５１名といったような見込みでございます。大幅に計画数を下回

る結果となってしまっております。この区の取り組みに期待していた入園希望の皆様

には、大変申しわけなく感じております。 

 裏面に計画と実績との乖離の原因といったものをお示しさせていただいております。

区の施設、公立の施設、そして民営の施設とございますが、こちらも年度途中に職員

の確保、保育園というのは預かる子ども数に応じた職員配置というのを求められます

が、新たな確保が、これは予想以上に難しかったといったようなことでございます。

この表の１ですが、一番上にございます、王子保育園つぼみ分園、これは年内１０月

に開設しておりますが、実際にスタート時点では１５人のスタートでしたが、１２月

に２５名の受け入れができる見込みが立っておりますということで、訂正をお願いで

きればと思います。それに対しまして、小規模事業所のこの数ですが、１４名ではな

くて１１名でのスタートといったようなことになっておりまして、一番下の欄でござ

います。こちらは逆に３名減るといったような形でございまして、つまり合計といた

しましては、５１名となりますのが５８名が見込めるのかなといったような状況でご

ざいます。今後も多少の受け入れ数増に向けた取り込みというのを、各園で、私立園

さんなども行ってくださっているような状況でございますが、これから大きな増に結

びつけるようなことは、大変困難な状況にございます。 

 一方平成２９年４月期に向けては、約９００名の増。そしてさらに、施設整備の工

事のおくれ等により開設が７月までずれ込むものを含めますと、９７５名と目標とす

る１,０９０名には届きませんが、特に緊急対策の中で力を入れるといたしました、１

歳児を始めとする低年齢児においては、目標に近い数が見込めるような状況になって

いるところでございます。 

 具体の施設整備につきましては、次の資料（２）をごらんいただけますでしょうか。

平成２９年４月新規開設予定施設の利用定員についてです。こちらについては、区の

審査等が完了しているものを具体的に示させていただいております。 

 まず、公立の施設でございますが、これまでも区内のさまざまな保育園の建て替え

や耐震工事の逃げ場として活用いたしておりました旧清至中学校の別棟を活用しまし

て、低年齢児の受け入れに特化したつぼみ園を整備しました。分園ということですの

で、給食は本園の王子保育園から運搬しております。今年度は１歳児のみの受け入れ
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でございますが、平成２９年では２歳児の受け入れ枠を設けます。音無つぼみと書い

てあります、まだ仮称の名称でございますが、こちらにつきましては、１歳児３４名

の受け入れ。現在教育委員会で使っております滝野川分庁舎において、滝野川中学校

の跡地に区の教育委員会の分庁舎がございますが、そのかつて校庭だった敷地を活用

して保育園を整備するものでございます。一つ飛んで、さくらだこども園でございま

す。こちら区立さくらだ幼稚園が子ども園に移行するものでございます。保育園部分

の定員は３歳児から５歳児の各３０名としておりますが、現在幼稚園に在籍していら

っしゃるお子様が、各歳児とも４０名強いらっしゃることから、平成２９年度につき

ましては、３歳児の受け入れは３０名といたしますが、４、５歳につきましては、各

１０名ずつの受け入れとしております。 

 私立園は、赤羽北のぞみ保育園は旧北園小学校の跡地を活用し、特別養護老人ホー

ムや高齢者向け住宅と併設して整備される保育園でございます。一つ飛んで、あおば

西が丘保育園です。熊本県に本部があり、認可保育園の運営実績のある法人が環状７

号線に面した集合住宅の１階スペースを活用して、保育園を整備するものです。次の

ＬＩＦＥ ＳＣＯＯＬ こどもの森でございます。今年２月まで区立赤羽台保育園及

び区立赤羽台つぼみ保育園として活用しておりました園舎を利用いたしまして、公私

連携型といいまして、区が施設を貸し付け事業者と協定を提携することで設置が可能

な方式をとり整備するものでございます。９月から１０月にかけて学識経験者等の外

部委員を含む選定委員会の中で審査を行い、事業者を決定してまいりました。事業者

が、区立東田端保育園の指定管理者として実績のある社会福祉法人つぼみ会さんが運

営を行っていただくということになっております。次のにじいろ保育園でございます

が、現在整備が進んでおります王子五丁目の日本製紙跡地にできる大規模な集合住宅

の中にできる園でございます。 

 次に小規模保育事業所でございます。現在区の選考を通過し、具体的な開設準備に

入った園が８園ございます。入所希望者が集中している東十条や田端駅周辺、さらに

は赤羽駅、板橋駅の近くにも整備される予定です。小規模保育事業所の一番下の浮間

さくら保育園でございますが、こちらは本年度で運営終了予定の認証保育所めぐみ保

育園の跡の場所を利用いたしまして、その後改修工事を行った上で新たに小規模保育

所を整備するといったようなことでございます。 

 次のページに進みます。定員変更を行う施設になります。王子本町保育園は区立園

で指定管理者制度を導入している保育園でございます。平成２５年度から現在の新園

舎に移転しているところでございますが、旧園舎で分園を併設しておりました。移転

の際に廃止したところでございましたが、そこを再度分園として活用することで、こ

の受け入れ人数をふやしてまいります。二つ下に岩淵保育園というのがございます。

こちらも指定管理者制度を導入している区立保育園でございますが、３階部分にあっ

た児童館が昨年度末で閉館となったことから、現在工事を行い保育園を拡張させると

いうものです。次の下の東田端保育園でございます。指定管理者制度を導入している

区立保育園でございます。広い事務所を保育室に転用するための工事を行い、受け入

れ数の拡大を図ります。一つ飛んで神谷北つぼみ保育園でございます。こちらが旧教

育未来館があった建物に整備した保育園でございますが、現在特に利用のない２階部



5 

分を改修いたしまして保育園として活用いたします。平成２９年度は１歳児のみの定

員拡大でございますが、翌年度翌々年度とそれぞれ２歳、３歳クラスの受け入れ枠を

確保してまいります。 

 私立園に進みます。宮元保育園でございますが、現在の場所からほど近くにある区

有地を活用し、新園舎を整備し定員増を図ります。一つ飛んで明日香保育園でござい

ます。現在１歳児と２歳児、各１２名ずつの受け入れを行っているところでございま

すが、事務室を改修し３歳児の受け入れを行うといったようなことでございます。 

 この議題では最後の資料になります。３０年４月に向けた待機児童解消策に進みま

す。要旨でございます。７月の当会議で議題といたしました平成２８年度中及び平成

２９年４月期に向けた緊急対策に加え、平成３０年４月期に向けた取り組みについて

もこれから進めていくということでございます。 

 ２の内容でございます。（１）上十条保育園でございますが、同じ建物にある上十条

児童館が今年度末で閉館予定であることから、そのスペースを活用し拡張を目指すも

ので、計３４名の定員増を行ってまいります。 

 （２）の区立堀船南保育園でございますが、やはりその保育園の近くに今年度末で

休園予定の堀船幼稚園の園舎を保育園の分園とし、４歳から５歳の保育を実施するこ

とといたします。なお、平成２９年度は堀船幼稚園の園舎を保育園に転用するために

改修とともに、老朽化が進んでおります堀船南保育園舎の大規模改修工事を行いたい

と考えております。その際、一時的に堀船幼稚園の園舎に子どもを逃がして運営を行

うことを考えております。そのようなことから、堀船幼稚園につきましては、今年度

末で閉園とする予定でございます。これによる児童数増につきましては、５４名を予

定しております。 

 （３）です。旧北区職員豊島寮跡地を活用した私立保育園の誘致でございます。区

の土地を事業者に貸し付けることになります。こちらの誘致により、１０月に開設を

いたしました王子保育園つぼみ分園ですが、この学校跡地としての利活用を進めるこ

とから、平成２９年度末で閉園を予定することといたします。この王子保育園つぼみ

分園の閉園分と、新たな豊島寮の跡にできる保育園との差し引きということで、８４

名の増を見込んでございます。 

 （４）の市立保育園の要旨でございますが、４カ所ほど開設に向けた募集などを進

め、計２４０名の増を見込みます。 

 最後に、次のページの今後の予定でございます。区立上十条保育園と堀船南保育園

の拡張につきましては、設計を進め、平成２９年度中に工事を実施いたします。旧職

員豊島寮の私立保育園の園地につきましても、学識経験者を含む選定委員会を経て決

定した事業者である社会福祉法人豊川保育園、この豊島寮からほど近い位置で長年私

立保育園を運営していただいている実績があります。そちらと調整を進めていきまし

て、２９年度に工事を行い３０年４月からのオープンを考えてございます。また私立

園につきまして、事業者の募集を速やかに進めてまいります。 

 長くなりましたが、私からは以上です。 

 

【会長】 
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ただいまの説明につきまして、ご質問、ご意見等がありましたらお願いいたします。 

 

【委員】 

 資料１－（１）の裏面のところで、増減理由に職員の確保ができなかったためとい

うことが目立つのですが、これは今年度中、年度途中は増えなかったけれども、４月

からは確保できるということでよろしいのでしょうか。 

 

【事務局】 

 そうですね、特に例えば区のほうでも来年度当初からの採用応募っていうのは、結

構な数がきまして、確かに今保育士さんの確保が大変だというような言われ方をして

いるのですが、いずれの施設とも４月の開設に向けての職員確保については、何とか

いくだろうといったようなことでの見込みであると聞いております。 

 

【委員】 

北区で保育士さんの受け入れというか呼びかけに対して、例えばこういうメリット

があるとかっていうのは、何かやってらっしゃいますか。例えば住宅補助ですとか、

賃金の面ですとか、ほかのところに比べて北区はここがいいよっていうのは、何か打

ち出されていらっしゃいますか。 

 

【事務局】 

 そうですね、ほかに比べてというということではないのですか、今２３区内でもほ

とんどの自治体で、国と東京都がつくったその家賃補助、それから宿舎借り上げ補助

という制度があるんですが、若手の職員等を対象に月８万円余の家賃補助が出るとい

うことで、これは非常にあるとやはり魅力ということで、それを掲げて募集するとか

なり応募があるといったように聞いております。 

 そのほかでは、やはり働きやすい職場であったりといったようなことでは、いろい

ろ区としてもできることからやっていくといったようなことで、考えています。 

 

【事務局】 

 職員の採用でございますけれども、まず公立保育園の職員は、公務員でして、既に

募集を行っており、需要数を大幅に上回る申し込みがあったと聞いております。   

２３区は区独自の採用を行っております。 

 それから、私立保育園は、先ほど子育て施策担当課からも申し上げたような家賃補

助、これは多く自治体で実施しております。また、私立保育園、公立保育園の両方が

対象となりますけれども、入所審査のときに若干でございますけれども、保育士の入

所の順番が有利になるシステムを来年度から採り入れさせていただきます。 

 そのほか、保育士の業務負担軽減についても、少しでも北区の保育園に就職、就業

していただくことを進めていくといった形で考えております。 

 

【会長】 
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 今、委員からもご質問がありましたし、事務局のほうからも保育課長からもご説明

いただきましたけど、学生に聞きましても、やはり北区は何か特別なことをやってる

のですか、なんてことを聞かれたりしますので、そういうのがありましたら、ぜひと

もアピールしていただければと思います。 

 

【委員】 

 ２８年度中の計画として、小規模保育所の受け入れ数が非常に多いと思うのですけ

れども、小規模保育園に入った園児さんは、２歳までが預かり期間だと思うので、そ

の後転園できるように３、４、５歳の枠は、今十分にあるのでしょうか。 

 

【事務局】 

 実際に例えば１－（１）の資料をごらんいただければと思うのですが、２－（１）

でも（２）でも、２８年４月現在の北区における歳児別の受け入れ数というのを書か

せていただいているのですが、２歳から３歳まで、逆転現象といいますか、つまり３

歳になると受け入れがなくなってしまうような状況というのがあるのです。ただし、

実際に今どういう状況が起きているのかといいますと、３歳以上というのは、ほとん

ど待機児の発生がなく、０歳から２歳に集中しているといったような状況がございま

す。３歳からになりますと、幼稚園でかなり長い時間運営していただくような園も多

数ございまして、そういったところに行っていただく方も多いのかなというふうに考

えています。 

 ただ、保育園での保育を検討される方もいらっしゃるので、今後まずは待機児解消

なものですから、０～２歳にある部分力を入れた取り組みというのをやっていくとこ

ろではあるのですが、今後３歳からの新入園児につきましても、いろんな対応は今後

必要だと思っています。 

 

【委員】 

同じく資料１―（１）ですが、裏面の（３）のところで、「職員の確保ができなかっ

たとき等」について先ほどご説明いただいたのですが、その下の「各園の職員配置状

況等による」ということの意味がよくわからないです。職員の数は足りているけれど

も、配置がうまくいかなくて子どもの数を増やせないということですか。 

 

【事務局】 

 職員の配置状況が各園の職員配置状況などによるというところですが、保育園の場

合、保育に関してその子の発達の度合いとかによって特別な配慮が必要なお子様が入

所される場合があります。やはりそういったところへ配慮を行い、職員の配置等を優

先することで、結果としては職員の配置が足りないということではありますが、この

ような予測が難しいことを、表現しております。 

 

【委員】 

 では、これは職員の数を増やすことで解消できるということでしょうか。 
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【事務局】 

 そうですね、指定管理者制度導入園つきましては、そういうことでございます。 

 

【委員】 

 本当に待機児解消のために、担当課長さんは頭を悩ませていらっしゃることだと思

いますが、例えばこれは２９年７月までの増の見込みが保育園さんの就園率が１ポイ

ント上がると、増というのがどういう根拠で、この増の見込みというのをはかってら

っしゃるのですか。 

 この就園率が１ポイント上がれば、恐らく待機の数がまた、大幅に次年度も増える

という形になるのですね。ですから、その増の見込みというのは、何をもってという

か、それを教えていただければ。 

 

【事務局】 

 この計画を立てたときに、どういう見込みをしてかというと、まず１番力を入れた

いなと思ったポイントが１歳児でしたが、待機児童数が非常に多いということと、そ

の育児休業の期限が切れてしまうといったようなこと、そういったことでまず 1 歳児

というのを何とかしないといけないといったようなことを考えたときに、昨年度から

２７年４月期の数、いわゆる人口に占める中で保育園に入りたいと区のほうに申し込

みがあった％っていうのがあったんですね。すみません大雑把な数で申し上げますと、

２７年度は４８％だったものが、２８年度には５３％まではね上がりました。これは

すごいことでして、今までその５０％を必ずほとんど下回っているニーズだったもの

が、１歳児の半分以上の方が保育園に入りたいというふうに希望を出されるようにな

ったっていうのは、すごいアップ率でございまして、その４％強アップしたのですね。

その４％強アップっていうのが、確かにすごいことだったのですけど、ただ次年度も

低年齢児の方々で、やっぱり保育園に入りたいという方っていうのは、増加傾向にあ

ることは間違いないので、その４％強にさらにプラスして、つまり、６％くらい伸び

るだろうといったようなことをまず１歳児について考えたんですね。 

 あとの歳につきましては、ほとんど前年度から今年度の伸び率を引っ張ったといっ

たような形であります。 

 

 

【会長】 

 今の委員のご質問と私の伺いたいことと関係があるのですけど、この資料をいただ

いたときに拝見して、非常にわかりにくかったですね。説明していただくとわかるの

ですが、例えば受け入れ可能数と、それから目標と、そういうのをシンプルに書いて

いただいて、今言ったような増見込みというのは、例えばここは注釈を入れるとか、

一目見て今これだけ受け入れが可能である、で見込みはこうである、目標はこうであ

るというふうに、見ただけでわかるような表にしていただけるとどうかなと思ったの

ですが、いかがでしょうか。 
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【事務局】 

 今回の待機児の緊急対策というのが、非常に時間のない中で各運営施設さんのご協

力ご理解をいただいた中で、急いで策定した経過がございます。 

 そういったことで、例えばその各園で何名ずつふえるといったようなことというの

が、ひとり歩きすることは避けたかったというのがあります。今現在、いろいろ話が

進みまして、例えば資料１－（２）で示すようなこういった実際の数が上がってきて

いるものがあり、そういった数をお示しできれば、きっと理解ができるのかなといっ

たような気もしたんですけれども、ただ実際この４月の時点で、そういった例えば先

ほどもちょっとお話しいたしましたが、特別に配慮が必要なお子さんが入ってきたと

きに、その数というのは担保できなくなるわけですね。そういったこともありまして、

丸めた数といいますか、そういったことで、ただ目標としてはやっぱり待機児を解消

するためにこれだけの数が必要ということで、そのでっこみ引っ込みっていうのがあ

りますが、例えばそういうことで受け入れが難しくなった施設もあれば、逆に職員の

確保も進んだので、うちは見込んでなかったところで増やせますよといったような施

設もあったりとそんなことがございます。 

 わかりやすい資料というのは、必要なことと思いますので、また工夫してまいりた

いと思います。 

 

【事務局】 

 私のほうから一点、資料の修正でございます。大変申しわけございません。１－（２）

の定員変更分のほうの資料でございます。 

 私立の明日香保育園というのが、表の下の欄にありまして、２歳で１２というふう

に書いているのですが、これは本当は３歳のところにないといけないですね。これは

３歳のほうがふえるので、１歳２歳がもう既に１２人、１２人いて３歳まで１２のま

まふやしていただくというのが計画でございますので、大変申しわけございませんが、

資料のほうの修正をお願いしたいと思います。なお、合計数でございますが、こちら

についても２歳児については合計３１、３歳児が４０とありますが、２歳児のほうは

１２減りますので１９名。そして３歳児のほうは１２が増えますので、５２名といっ

たようなことになります。大変申しわけございませんが、修正のほどよろしくお願い

いたします。 

 

【委員】 

 この増見込みのほうと実際に２８年度中と２９年度中に利用定員が増える分という

のは、利用される方からすると恐らくなるべくご自宅の近くの保育園に通わせたいと

いう気持ちがあるのだと思うのですが、地域的に見たときにこの見込み増と実際に２

８年度中と２９年度に開設園の理由がふえる分というのは、期待されているというか、

要望とも一致している、増やしてもらいたい地域に利用定員が増える形になっていら

っしゃるのかどうかっていう点があればと思いまして、お願いします。 
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【事務局】 

 北区の場合、よく区政をいろいろ進めているうえで、７地区に分けるというのをよ

くやっております。浮間地域と赤羽西、東、王子西、東、滝野川西、東といったよう

な地域分けをするのですが、やはりバランスに差はあります。ただ、とにかく私ども

誘致を進めるうえで今まで障害になっていたことというのが、例えば地域を限定する

とそれだけで事業者さんというのが、なかなか物件探しに着手できないというのがあ

りましたので、今回まずは保護者さんが例えば、じゃあ王子西地区に住んでいる人が

王子東地区に全く行けないかというと決してそんなことはない。かつて北区豊島に住

んでいる方が坂の上の王子本町保育園に行くか、東田端保育園に行くかっていうと、

私は東田端保育園じゃなくて王子本町にいくと思っていたのですけれど、低地部分で

子どもを連れて坂を上らないほうがいいというので、東田端保育園に行ったとかって

いうケースがあるんですね。本当に保護者の方の考え方はさまざまなんだなと思った

のですけれど、まず、やはり北区に住んでいるお子さんというのは、北区に優先的に

入れる権利があります。 

 そういったことを踏まえれば、まずはとにかく、区内でとにかく枠を確保してやっ

ていってみようと。ただ、あまりにも近くに保育施設がある場合等については、地域

バランスというのを考えました。今後の人口見込みがふえそうな、例えばその大規模

な団地の開発、そういったことも今後は視野にいれていかなきゃいけなかったのです

が、まず今回はそれなりの地域バランスに配慮しながらも、提案いただいてきている

ところでやっていこうといったような、もちろんしっかりとした運営が担保できる、

そういった審査はもちろんやりましたけど、そういったような形で進めさせていただ

いたという実情があります。 

 

【委員】 

大変待機児解消につきましては、区の担当者からもこれだけの人数を予定されると

いうことは、大変なことだったかと思います。それで待機児がだんだんと少なくって

いくことを期待しているのですが、やはり数のことがどうしても先々に行っているか

と思います。この辺から質問・願望というか、新設される建物等も子どもの生活の場

であるということを考慮されているかとは思いますが、その辺の審査等もきちんとさ

れて、これから入られる子どもたちがよりよく生活する場というところをきちんと見

ていただけたらなという、これはお願いでございます。 

 

【事務局】 

 本当におっしゃるとおりかと思います。何でもかんでも受け入れればいいといった

ようなことではないと思いますし、またせっかく意見をいただいたのでお話させてい

ただきます。北区の私立園さんというのは、本当に理事長会園長会をもって非常にま

とまっていらっしゃって、相互に情報交換やさまざまな取り組みを相互に高め合って

いただけている取り組みがされているなと思っています。ぜひ、新しくできる施設に

ついても迎えていただいて、一緒にやっていただくようにこれからどうぞよろしくお

願いいたします。 
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【会長】 

 次に行きたいと思います。あとは報告があります。資料２の平成２９年度北区放課

後子ども総合プランの実施について、事務局から説明をお願いいたします。 

 

【事務局】 

 それでは、来年度の平成２９年度の北区放課後子ども総合プランの実施について、

ご報告させていただきます。お手元の資料をごらんください。１、要旨でございます。

平成２９年度から新規で始めます放課後子ども総合プランの実施予定校が決定したと

いうことでございます。 

 ２、実施予定校と運営方式でございます。お示しの５校でございます。一番目、王

子第二小学校、こちらは委託方式。２、十条台小学校、委託方式。３、西が丘小学校、

直営方式。４、滝野川第三小学校、委託方式。５、西ヶ原小学校、直営方式でござい

ます。なお、委託方式の３校につきましては、放課後子ども総合プランの事業を一体

的に効率的、効果的に運営していくために、一般登録と学童クラブ等に係る業務を合

わせて委託してまいります。委託事業者の選定につきましては、プロポーザル方式で

進めてまいります。 

 ３でございます。今までの経過と今後の予定でございますが、平成２８年８月１９

日に委託校の公募要項を公表いたしまして、翌月の９月２日と５日に公募説明会と施

設見学会を実施いたしました。また、第９回の教育委員会定例会と第３回の北区議会

定例会におきましても、お示しの実施予定校を公表したところでございます。 

 委託方式のわくわく広場につきましては、受講後によるプロポーザル方式で選定を

されておりまして、審査委員会を開催し、現在当委員会で審査を進めているところで

ございます。予定としましては、現在審査中の書類審査を経まして、プレゼンテーシ

ョン審査、現地視察などを実施した後に、１２月の最終審査で委託する事業所を発表

するという流れになっております。 

 また、これから順次、児童館安全委員会ですとか、あるいは在校児童、学童クラブ

の保護者さん向けに、わくわく広場の説明会を開始していく予定でございます。 

来年、平成２９年１月から委託事業者と実施内容等についての調整と開催準備を始

めます。直営校につきましては１月から、地域の方の代表で構成されます実行委員会

を発足しまして、準備を進めさせていただきます。開設準備が整ったわくわく広場か

ら順次、放課後児童の受け入れを進めてまいります。 

なお、下段以降に参考といたしまして、現在までの導入状況をお示ししております。

平成２４年度の東十条小学校の施行実施から始まりまして、今年度始まった４校を含

め、現在１９校での実施となっているところでございます。こちらにお示ししました

５校、こちらが実現しますと、実際には２４校になります。全体の学校数３５校にな

りましたので、残り１１校というところまでまいりました。 

こちらの実施校の記載のアンダーラインでございますが、下線は直営型、下線二重

線は一般登録及び学童クラブ登録の両業務を委託してございます。何も線がないとこ

ろ、こちらにつきましては、もともと校内学童が整備されている学校でございまして、
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一般登録だけの委託になっているところでございます。 

また、再委託期間の終了に伴います再公募の状況も、記載させていただきました。

お示しさせていただいた４カ所のわくわく広場については、２８年度に再委託期間が

終了いたしますので、業務委託の再公募を新規校と合わせて実施するものでございま

す。 

この再委託期間でございますが、イメージがわかりづらいので、別添で資料をおつ

けしましたのでごらんください。Ａ４横の紙でございます。委託の期間については委

託時の規制がございまして、こちらに基づきますと、委託契約期間は１年とするとい

う旨の規定でございます。ただし、区の審査会で受理しまして、再度委託が認められ

た場合につきましては３年目まで更新可能となります。資料の別紙の４、最長３年で

再公募となっております。今のところ、本事業が始まって１度、昨年度でございます

が、初の再公募がございました。こちらでは３事業者が選定されまして、事業者の変

更には至っておりません。 

今回、こちらでお示ししました４校が今年度で契約期間が満了となりまして、新規

校と合わせて再公募を実施するものでございます。 

以上、平成２９年度北区放課後子どもクラブ実施につきましてのご報告をさせてい

ただきました。 

 

【委員】 

放課後子ども総合プランについてお伺いしたいのですけれども、委託の場合、最長

３年ということで、委託期間が満了した後、また再公募してということなのですが、

万が一業者がかわった場合、職員は４月１日で総入れ替えという形になるのでしょう

か、教えてください。 

 

【事務局】 

こちらは、特に区のほうから職員を残すような要望はしておりませんので、逆に例

えば改めて業者がかわった場合は、その事業者さんのほうで前の事業者様との交渉に

なるかということでございます。ですので、そちらの交渉次第では別になる可能性も

ありますし、逆に残っていただくという場合もございます。過去にそういったことが

なかったところありますので、私どももございませんが、今のところは前回初めて委

託事業者の再プロポーザルがございました、こちらにつきましては前の業者と新規の

業者が同じでしたので、そういった変化はございませんでした。 

 

【委員】 

先ほど残校１１校というふうに伺いましたが、これは、もう何カ年ぐらいの計画で

全校に導入される予定なのか、ざっくりとしたことで結構でございますので、お示し

いただければありがたいです。よろしくお願いします。 

 

【事務局】 

放課後子ども総合プランにつきましては、平成３１年度までに全校実施という目標
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を立ててございます。ですので、現在１１校残ってございますので、今年度５校、来

年度５校、最終３１年度に５校という形で全て消化という予定ではおりますが、王子

第一小学校につきましては、今ちょうど改築中でございますので、そちら終わった段

階で、クラブの曜日を考えたいというふうに考えてございます。ですので、各年度ご

とに５校ずつという方針で進めてございます。 

 

【委員】 

委託か、直営かというのはどういった形で、例えば希望で決めていくのかどうか、

公営委託になるのか、直営になるのかっていうのと、委託方針で決めていくかという

のを教えていただけないかと思うのですけれども。よろしくお願いします。 

 

【事務局】 

直営か委託かの、こちらの決定でございますが、まず実施校を選定した後に学校と

地元の方が話し合いまして、準備委員会を立ち上げます。準備委員会のメンバーにつ

きましては、町会長ですとか、あるいは学校のＰＴＡの方々、それと、あとは学童Ｏ

Ｂの方々ですとか、いろいろな地域の方をまとめた会議体をつくって、その会議体で

来年度に始めますがいかがでしょうかという形で、皆さんのご意見を伺います。 

直営でできれば、もちろんそのままゴーサインが出るのですが、例えば地元のメン

バーの方の高齢化ですとか、あるいは直営の場合ですと、その中から順番で見ますの

で、そうしますと人が足りないですとかということも出てまいります。そうしますと、

やはり二択しかございませんので、直営にできないとやはり委託という選択肢も出て

まいります。こちら地元の方の準備委員会の中で決定して、候補を決めて、その中で

委託か直営かを決めるという段取りでございます。 

 

【委員】 

今の委託直営方式なのですが、地元の方に委託直営を判断させるのではなくて、北

区の教育委員会は、委託がいいのか、直営がいいのか、教えてください。 

 

【事務局】 

よく聞かれる質問なのですけれども、事務局としては、実はどちらがいいというよ

うな、特に差をつけてございません。 

 なぜかというと、結局始まってしまえば、委託も直営も関係ないですね。ＰＴＡの

方、保護者の方で委託がよかったという方はいらっしゃいませんし、逆に直営がよか

ったという方もいらっしゃいません。むしろ、これは地元の方々の地域力によっての

差しかないというふうに感じます。実際運営してしまえば、運営の内容は全て同じで

ございます。 

ですので、そういった意味では、もちろん直営という形で、地域の方々の意見を吸

い上げてそのままという形も理想でございますが、できない場合は断腸の思いと申し

ますか、いたし方がないという気持ちもございます。 

 



14 

【事務局】 

今の質問に対して補足なのですが、正直申し上げて直営を希望しながらも地域の実

情に合わせて選択せざるを得ないことをご理解いただきたいというふうに感じます。 

 

【会長】 

 それでは、次に資料３の学童クラブの新設及び移設、定員拡大について事務局から

説明をお願いします。 

 

【事務局】 

それでは、資料３に沿いまして、平成２９年度の学童クラブの新設、移設、それか

ら定員拡大についてご報告をさせていただきます。 

 まず１の要旨です。小学校の統合あるいは放課後子ども総合プラン、こういったも

のの導入に伴いまして、平成２９年度に向けて６学童クラブの新設や移設、さらに１

学童クラブの定員拡大を行ってまいります。こちらお示しの（１）から（５）になっ

てございますが、その下の２の内容といった部分と合わせて説明をさせていただきま

す。 

 まず（１）十条台小学校、それから、その下の（２）滝野川第三小学校、こちらに

つきましては、ただいま説明がありました平成２９年度に放課後子ども総合プランが

導入されます。それに伴いまして現在、児童館内にございます育成室、こちらを移設

するものでございます。定員は育成室のときと同じで４０名となってございます。 

その下（３）こちらは統合新校の滝野川もみじ小学校となっております。現在、滝

野川台第六小学校内に滝六若竹クラブ、それから紅葉小学校の向かい側に紅葉こども

クラブ、こちら二クラブがございますが、こちらを集約して校庭に整備をしてまいり

ます別棟に、３学童クラブを開設するといった予定としてございます。定員が各４０

名、あわせて１２０名となっております。 

 その下（４）の西ケ原小学校、こちらにつきましては、現在の学校内にございます

西ケ原さくらっ子クラブ、こちらで１０名を超えます待機児童が発生しているといっ

たことから、新たに１学童クラブを新設して、待機児童の解消を図っていくというも

のでございます。 

 最後（５）の風の子クラブです。こちらは、としま若葉小学校の学童クラブですが、

待機児童が発生しているという状況に伴いまして、この学童クラブは横に空き部屋を

持っております。こちらを整備して、定員を現在の４０名から７０名に拡大するとい

うことで、待機児童の解消を図るというものでございます。 

 裏面をごらんください。３番、今後の予定でございます。１１月には、ちょうど明

日からになりますが、順次学童クラブの保護者説明会を開催します。その後、工事に

着工、平成２９年の２月下旬から３月上旬には工事が完成して、開設準備の後、４月

に開設するといった内容でございます。 

 最後に、学童クラブの待機児童の状況でございますが、年度当初５１名の待機児童

がございました。現在２７名の待機児童がいる状況となっているものでございます。 

 説明は、以上です。 
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【委員】 

今、学童の待機児童のお話がありましたが、２７名の学校の内訳がわかれば教えて

いただけますでしょうか。 

 

【事務局】 

細かいところでは一人とか二人であるのですけど、一番多いのは西ケ原さくらっ子

クラブで、年度当初１５だったところが現在１１名ございます。それから紅葉子ども

クラブ、３クラブにふやすところですが、こちらで現在まだ４名の待機児童がいると

いった状況となってございます。やはり多いところというのが宇城地区あるいは赤羽

台、例えばクラブ名で申し上げてしまいます。稲田こどもクラブですとか、あと浮間

の桜草クラブ、こういったところが３名から４名の待機児童がいると。あとは全て１

名、２名の待機児童となっているという状況でございます。 

 

【委員】 

 子ども総合プラン実施予定校と学童クラブの差がよくわかっていなくて、先ほどの

資料で十条台小学校委託、公募で新しく放課後プラン、子ども総合プラン実施予定校

とあったのですけど、学童クラブの資料でも十条台小学校と載っているのですが、こ

の定員４０名と書いてある学童クラブの資料２でご説明いただいた放課後子ども総合

プラン実施予定委託で始まりますというのは違うことなのでしょうか？ 

  

【事務局】 

この十条台小学校で説明させていただくと、十条台小学校にはわくわく広場、いわ

ゆる放課後子ども総合プランが来年度から入ります。その中に、いわゆる一般登録と

いわれていて、学童クラブとは別の誰でも参加できる、全員が参加できる、いわゆる

一般登録の取り組みがございます。こちらには十条台小学校に通っているお子様でし

たら、親の収入に関係なく誰でも参加できる一般登録の部分になります。それとは別

に、親の就労が原則となる学童クラブ部分というのもあって、我々としては当然、学

童クラブである家庭的な部分とかきちんとやらなければいけない部分もありつつ、で

きれば学童クラブと一般登録をある程度一般的に運営する部分も必要だと思っていま

す。 

 そうしたことから今回、十条台小学校でわくわく広場を入れるときに、今は十条台

児童館に育成室ということで学童クラブを持っており、今の十条台小学校の子どもは、

児童館のほうに学童クラブとして行っているのです。今度、放課後子ども総合プラン

が入るときに、この育成室を学校内に移すといった形で、十条台小学校で一般登録と

学童クラブ登録の両方があって、それを合わせて放課後子ども総合プランという言い

方をしているといった形になります。 

 

【委員】 

 先ほどの２７名待機児童がいるというのは主に１年生なのか、どの学年なのかとい
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うこと。入られていない方は児童館の待機児童ということで児童館を利用するかわり

に利用されていらしたという、恐らく何かそういった措置があったと思うのですけれ

ども、待機している方はどういった利用をされていらっしゃるのかどうかわかれば、

教えていただければと思います。 

 

【事務局】 

 まず、１点目の待機している方ですが、基本的に最初の申込期間に申し込んでいる

場合は、入所調整をやって点数をつけます。そうするとやはり１年生に加点というか

点数が高くなるので、正直なところ募集期間に申し込んだ子に関しては、待機児童、

ほぼ全て３年生になってくるのが現状だと思います。その後に引っ越してきて、その

子が１年生の場合、その学校の学童クラブが満員であれば入れないのですが、そうい

った部分で現在 1 年生の待機児が出ているという現象はあります。 

 ただ、そういった部分になりましても、時間とは別ですけど児童館とか、または放

課後子ども総合プランの入っているところ、場所に関しては、そのプランの中で特例

の児童としてきちんと見ていくと。ただ時間に関しては、夜の６時ですとか 7 時まで

はいけないので、そういった部分の差は生じているというのが現状だと思います。 

 

【会長】 

 それでは、次に（仮称）子どもの貧困対策に関する計画策定のための実態調査につ

いてです。それでは、事務局から説明をお願いいたします。 

 

【事務局】 

本日は机上配付ということで、実態調査の速報を配らせていただいています。未定

稿という状態ではあるのですが、子ども・子育て会議のほうで報告をと思いまして配

付させていただいています。 

 それでは早速なのですが、まずは１ページのほうをお開きいただければと思います。

調査の実施概要ということで、記載させていただいています。今回ご報告させていた

だくのが大きく区民アンケートというものと、小学５年生に実施したアンケートの概

要ということで、ポイントのほうを報告させていただきます。このほか、実態調査全

体といたしましては、児童養護施設に入所している中高生の方とか区内の定時制高校

に通っている生徒さんたちにアンケートを取ったりですとか、また日ごろから苦難を

抱える子どもや家庭の支援に携わっている機関、団体にヒアリング等も行っています。

今回、そこの部分についてはご報告できないというところではあるのですが、ご勘弁

いただければと思います。 

また、今回の区民アンケートについてなのですけれども、こちらの中が大きく二つ

の種類に分かれております。一つが１８歳未満の子どもがいる世帯に対してアンケー

トを行っているものと、二つ目としましては児童育成手当の受給者の世帯の方にアン

ケートを行っております。また、児童育成手当と申しますのは１８歳未満の児童を養

育していまして、一つは離婚なり死亡というふうに父または母がいない場合、あるい

は父または母に重度の障害がある場合に支給されている手当ということになっており
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ます。また、こちらのほうは所得要件からの手当てということになっております。 

 また、小学校５年生のアンケートにつきましては、こちらは悉皆調査ということで、

全児童のほうと、その保護者の方にアンケートを学校を通じて配付させていただいて

いるという状況でございます。 

 調査票の回収状況ということでございます。こちらは前回の子育て会議でも、簡単

に暫定ということでご報告させていただいていますが、区民アンケートの１８歳未満

の子どもがいる世帯の回収率といたしましては５５．３％、また児童育成手当受給世

帯につきましては３８．９％とちょっと低くなっています。また小学校５年生のアン

ケートにつきましては、児童につきましては７４％、また保護者につきましては６３．

５％というような回収状況になっております。 

 ３ページのほうにお移りいただきまして、大きな２として、国の貧困線を下回る世

帯で生活する子どもの割合ということで記載させていただいています。今回の実態調

査の実施に当たりまして、北区の経済的困窮状態にある子どもと家庭の状況の把握に

当たりまして、国が相対的に貧困率を算出する際に使っています貧困線、一人当たり

の手取り収入、それを家族で換算して割った、一人当たりの収入がおおむね１２２万

円というのが、簡単に言いますと国の貧困線ということになるのですが、そちらの貧

困線を下回る世帯で生活する子どもたちの割合というのを算出しております。 

 こちらの２段落目になっておりますが、結果といたしましては、貧困線下回る世帯

で生活している子どもの割合は、１８歳未満の子どもがいる世帯という中では８．１％

となっておりまして、人口で推計しますとおよそ３，３００人というような推計にな

ります。 

 また、参考値ということで先ほど申し上げましたが、児童育成手当受給者について

は所得制限がある手当ということになっていますので、参考値ということで出させて

いただいていますが、児童育成手当受給世帯につきましては、貧困線を下回る世帯で

生活している子どもの割合というのは５５．１％というふうになっておりまして、こ

ちらを２７年度末の手当受給の子どもたちの数で推計しますと、およそ１，９００人

という形で推計されます。 

 こちらについて国のほうでは、国の子どもの貧困率というのは１６．３％と、これ

は２５年の数字というのが出されていまして、北区の水準も８．１というような形に

なっておりますが、そこで留意点ということで下段のほうに書かせていただいていま

す。留意点といたしましては、北区の状況の把握に当たりましては、北区の貧困線と

いうのを設定したわけではなくて、あくまでも国の貧困線を利用して、それを下回る

世帯の数、割合というのを算出させていただいています。そういう面では、国の貧困

線というのは全国地の値ですから、首都圏になりますと所得が高いとか、そういう状

況もあると思いますので、そういう面では一概に言えない部分も、北区の状況も正確

には反映しているかというところでは、ちょっと留意が必要かなというふうにはござ

います。 

 またアンケートの回収の中で、今回の割合を算出するに当たっては、所得状況です

とか課税額の関係とかを金額等でお答えいただいているという形で出しているのです

が、ほかの部分の生活面の回答というのをしていただいている方、多数いらっしゃる
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のですが、所得の部分とか税金とか、そういう社会保険料を幾ら払っているのだとい

うことについては、半数近くお答えいただけない方が、１８歳未満のところでありま

した。さらに８．１％の関係でいいますと、全体の回答者の中のひとり親が占める世

帯というのが少なかったというのがございます。 

そういう面で、１８歳未満の８．１％という部分で、ひとり親の世帯の状況が一部

反映されていない部分があるのかなというようなことを、状況として一部把握してい

るところでございます。 

区民アンケート調査のほうの具体的な内容です。こちら上段のほうに、段落名をな

お書きにさせていただいていますけれども、今回１８歳未満の子どもがいる世帯のア

ンケートにつきましては、その回答者の内訳として、ふたり親世帯の占める割合が９

６．３％になっておりまして、また、さらに世帯構成が不明な世帯というのが１．４％

ございます。また、児童育成手当受給世帯のアンケートのほうにつきましては、ひと

り親世帯の占める割合が９１．８％、さらに世帯構成が不明な世帯というのが６．７％

という状況がございまして、今回のアンケート調査の報告に当たりましては、１８歳

未満の子ども親世帯につきましては、ふたり親世帯の状況を示すもの。また児童育成

手当受給世帯のアンケートの結果につきましては、ひとり親世帯の状況を示すものと

いうような形で比較させていただければということで作成しております。 

それでは、１の基本ニーズのところに入ります。こちら、まずグラフの見方ですが、

ちょうど４ページの一番下、質問をした形で、まずアンケート全体の回答、また、そ

の世帯ごとの回答状況というのをお示ししています。 

さらに５ページのほうの上段にいっていただき、経済的状況別ということで、先ほ

ど申し上げました国の貧困線以上の世帯の状況、また貧困線を下回る世帯の状況とい

うことで、比較できるような形で記載しております。 

それでは、基本的ニーズのところなのですが、こちらにつきましては過去１年間に

経済的理由により、家族が必要な食料を買えなかった経験の有無というのを聞いてお

ります。よくあった、時々あったというのを合わせました回答割合につきましては、

１８歳未満の子どもがいる、アンケート全体では２．５％というふうになっているの

ですけれども、それに対しまして１８歳未満の貧困線を下回る世帯、また児童育成手

当受給世帯の約１割につきましては、過去１年、必要な食料が買えない経験があった

ということで、全体の２．５％に対しまして、買えなかった経験があったという方が

高い割合にいるという状況にございます。 

保護者の就業状況です。こちらは１８歳未満の子ども親世帯全体でいきますと、保

護者の就業状況としましては、父親の約７０％、母親の約５０％が就業しているとい

う状況がございます。また、児童育成手当受給世帯全体では約８３％が就業している

という状況となっております。また、この中でパート、アルバイト、また契約社員と

合わせまして非正規雇用の割合なのですが、１８歳未満の子どもがいる世帯全体では

父親が３．３％、非正規雇用で働いているというような状況に対しまして、１８歳未

満の貧困線を下回る世帯の父親では約１割、また児童育成手当受給世帯では４割半ば

が非正規雇用となっているという状況でございます。 

１０ページにお進みいただき、こちらは相談相手の有無ということで、悩みですと
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か心おきなく相談できる相手の有無について聞いているところです。その中で、相談

相手がおらず、欲しいという回答につきまして、１８歳未満の世帯のアンケート全体

では８．９％という回答になっているのですが、それに対しまして１８歳未満の貧困

線を下回る世帯では１３．５％、１割超、また児童育成手当受給世帯の約２割、相談

相手がおらず欲しいというような回答になっておりまして、そういう面で貧困線を下

回る世帯、また児童育成手当受給世帯の方々の孤立化の傾向というのがみられるのか

なというふうに思っております。 

また、１１ページですが、子どもの孤食の状況です。こちらアンケートにおきまし

て、夕食を食べる相手について伺っています。その中で、子どもだけで食べる割合な

のですが、１８歳未満の子ども親世帯全体では、子どもだけで食べる割合が５．９％

ということになっています。また、児童育成手当受給世帯のアンケートのほうでは、

全体では９．９％、約１割というふうになっております。理由を伺っています。子ど

もだけで食べる理由につきましては、１８歳未満の世帯のアンケートにつきましては、

その半数が部活動ですとか習い事、塾などで、子ども自身の帰宅が遅くなるからとい

う回答が約半数になります。また、児童育成手当受給者のアンケートの内訳を見ます

と、働いている親の帰りが遅いからということが半数になっておりまして、そういう

面で、ちょっと傾向に大きな違いが。孤食ということでは、傾向に大きな違いが見ら

れるところがございます。 

次に、１６ページにお進みいただき、前のページからなのですが、小学５年生のア

ンケートの結果のご紹介となっております。こちらのほうのグラフの見方なのですが、

１６ページでは学習力ということで、まずグラフにつきましてはアンケート全体の状

況のほうをお示ししまして、その下、世帯類型別ということで、ひとり親世帯、ある

いはふたり親世帯の状況、また、その下は経済状況別ということで貧困線以上の世帯、

下回る世帯の回答状況ということでお示しさせていただいています。 

こちらの学習意欲の点なのですが、こちらは児童のほうに勉強は好きかどうかとい

うふうに伺っています。こちら全体的では、余り好きではない、または全く好きじゃ

ないと、あわせた回答が２０％となっております。世帯累計、ふたり親、ひとり親の

間では特に差は見られなかったのですが、貧困を下回る世帯で好きではないといった

部分の回答を見ますと３３．８％と、先ほど全体では２０％のところが貧困下回る世

帯で３３．８％、約３割超ということで、学習意欲のほうに差が見られるのかなとい

うところが見受けられると思います。 

また、１８ページにお進みいただき、子どものための支出ということで保護者の方

に伺っております。その中で、経済的にできないことということで、全体で一番高く

なっていますのが学習塾に通わせることということで、その割合が１１．７％となっ

ております。この学習塾に通わせることにつきましては、ひとり親世帯につきまして

は経済的にできないという状況が２５．２％の回答になっておりまして、また、さら

に貧困下回る世帯では３５．８％との回答になっております。これらの状況から、学

校外の学習機会においても差が生じている状況が見てとれると伺えます。 

２０ページのほうにお進みください。こちらは子どもの教育、進学に対する保護者

の意向ということで伺っているものです。結果としては、大学、大学院までの教育を
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経済的に受けさせられないという回答の割合を記載しています。全体におきましては、

大学、大学院までの教育を経済的に受けさせられないと回答いただいているのは１５．

４％というふうになっております。また、ひとり親世帯におきましては、経済的に受

けさせられないという割合が３９．１％、また貧困線を下回る世帯では４１．１％と

いうことで、全体の１６％に比べまして、貧困下回る世帯、ひとり親世帯の約４割が、

経済的に大学まで受けさせられないというふうな回答結果となっております。 

以上、雑駁な説明となったのですが、今後、きょうご報告ができなかった部分も含

めまして、実態調査の取りまとめのほうを進めさせていただくとともに、計画の中間

まとめのほうの取りまとめのほうを行っていく予定になっております。 

 

【会長】 

今ご報告いただきましたのは速報版ですから、ほんの一部だと思いますが、膨大な

量の取りまとめは大変だったと思います。ありがとうございました。 

 それでは、ただいまのご説明につきましてご質問、あるいはご意見等ありましたら

お願いいたします。 

 

【副会長】 

 本当に膨大な調査をまとめていただきまして、ありがとうございます。今後は、こ

こから、また来年度の施策を練って、もう来年は、ある程度はどういう方法にいくの

か、ちょっと説明を。 

 

【事務局】 

 今後の見込みというか、今の予定といたしましては、１１月の下旬の議会の報告に

向けまして、中間まとめのほうを取りまとめ中ということでございます。それに合わ

せまして、実態調査の概要のほうも固めていくということになります。現在の予定で

すが、そちらのほうの報告を行った後に、中間まとめということでパブリックコメン

トをかけさせていただきまして、また来年、それらの結果を踏まえまして、子ども・

子育て会議の２月にあると思いますので、そちらのところで中間まとめの部分のお話

と、それを受けましてパブリックコメントの対応を含めまして、報告させていただく

と、そういう流れになると思います。 

 

【事務局】 

 中間まとめがどんな内容になるかということですが、中間まとめとしましては２９

年度から５年間の計画ということで、そのまとめをつくっていきます。その中で北区

のほうで対応していきます基本目標ですとか貧困の連鎖を解消するための取り組み、

方向性、また、そこに対しまして、今後５年間取り組んでいく施策、ないしは事業の

方向性をお示しできればなというところが中間まとめのほうで考えている内容です。 

 

【会長】 

 それでは中間まとめが２月の子ども・子育て会議でも報告いただけるということで
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すね。 

 

【委員】 

 国の貧困線ということで、貧困線、非常に論点にも出てくるのですが、先ほど留意

点でも書いてあったとおり、必ずしも北区の状況を正確に反映している数字ではない

ということ、留意が必要ですという記載はあるのですが、北区の貧困線を出すという

のは原理的に難しい感じなのでしょうか。 

 

【事務局】 

 貧困線を正確に出すということになりますと、まず所得の状況、さらに、そこに引

いていくに当たりまして、所得にしてもさまざまな種類がございます。それを把握す

る、所得税ですとか住民税を把握してできる部分があります。北区の目的外というこ

とになってまいりますが、固定資産税と把握できていない数値というか所得なり必要

な数値もございまして、そういう部分では北区独自の時期に、この線を出していくと

いうことですが、関係機関の協力なり了解が得られるのかどうか、実際の作業として

も、その中で膨大な事務量が出てくるのかなと思っていますので、現時点では難しい

状況かなというふうに考えています。 

 

【委員】 

 この間９月かな、アムネステイの会報に書いてあった記事なのですが、今の日本の

経済状況だと、４人家族で手取り年間２４０万、２人だと１７０万、おおよそ、その

ぐらいの検討で考えるとわかりやすいというような記述があって、そのように私は考

えていたのですが、１２２万円というのは、また違う算出ですよね。 

 

【事務局】 

１２２万円というのは、一人当たりに換算した数字で１２２万円ということですの

で、出し方は少し複雑なところあるのですが、二人世帯ですと１２２万円ということ

ではございませんし、一人当たりに換算した金額として１２２万円ということになっ

ております。 

 

【委員】  

１０ページの相談相手の有無というところで質問なのですけれども、例えばひとり

親家庭ですとか児童育成手当受給世帯の親に対しての相談窓口とか、多分仕事で忙し

くて子どもが一人で食事をしている状況の家庭が多い中で、なかなか役所に相談とい

うのは難しいかと思いますが、例えば電話とかメールとか、そういった気軽に相談で

きる場所というのはあるのか教えてください。 

 

【事務局】  

 ひとり親世帯に限ってということで、メールとかで受け付けているというのはない

かと思います。そういう面では、区の補助全体としてメール等で問い合わせとか受け
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る体制はございますけれども、それに対して対応していくというのはございますが、

現在、そういう面ではないというようになりますが、ただ、子ども家庭支援センター

とか、そういう面では土曜日、対応しているようなところがございますので、なかな

かひとり親世帯の、困窮されている方というのは支援があっても、その部分が伝わっ

ていないという部分があったり、先程のご意見でもあったように、仕事で忙しい方も

いらっしゃる中で、窓口に来られないといったようなところと、１回来たときに支援

なり周知できるかだとか、つないでいけるかみたいなところは、非常に大きな課題か

なというふうには考えているところです。 

 

【委員】 

 無作為抽出で、区民さんにアンケートとる４，０００と２，０００という、この数

字はどのように出したのですか。 

 

【事務局】  

 無作為抽出の４，０００、２，０００の数字なのですけれども、一つは他の自治体

等でやられているサンプル数というのを、まず４，０００というのを参考にさせてい

ただいて、その上でなんですけれども、統計上の誤差というのでしょうか、そういう

面での統計上の成り立つものかというところを確認した上で、まずは４，０００とい

うところは決めています。 

 また、児童育成手当受給世帯のほうは２，０００世帯というところで、正確な数字

はあれですけれども、児童育成手当受給者の世帯が３，０００世帯ぐらいかと思うの

です。そういう中で、これは国の状況からして、ひとり親世帯の状況が大変厳しいよ

というふうに言われているところでございましたので、より詳細に確認できればとい

うことで、半数以上の切れがいい数字ということで、２，０００世帯というようなと

ころで、統計上の誤差も問題ないということで決めさせていただいたという状況でご

ざいます。 

 

【委員】 

 あともう一つ質問なのですけれども、３ページの留意点のところ、例えば所得額、

課税額の説明会して、児童育成手当受給世帯アンケートの５０．５％が無回答という

データ、あるいはひとり親世帯の割合が本当は８．１なのに回答では２.５、この辺は

どういう分析とかしているのですか、それとも、これは数字で示しただけで、これだ

けなのでしょうか。 

 

【事務局】 

 ほかの先の分析はしているのですけど、アンケート結果から明確な、そこから先の

データなり考え方というのが出てこなかったというところがございます。そういう意

味で、こういう流動的というのでしょうか、不安定要素もありますよというようなと

ころを提示させていただいているという状況でございます。 
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【委員】 

 １１ページにあります孤食についてなのですけれども、これは夕食の設問なのです

が、お昼については放課後子ども、学童クラブで受け入れをしていると思うのですが、

ここにアンケートの一番下、一緒に食べる相手として、その他というふうに書いてあ

るのですが、これはどんな方を内訳としてあるのかというのを教えていただきたいな

と思います。 

 

【事務局】 

 すみません、その他の部分がわかる物を持っていないので、確認させていただいて、

ご連絡させていただければと思います。 

 

【委員】 

 貧困対策に関するアンケートというのは、これからも定期的に行われるものなのか

どうかという点と、実際５年生のアンケートのほうで、うちも５年生なので、実際に

アンケートのほうを出させていただいたのですけれども、３ページの留意というとこ

ろで、所得額や課税額等の設問に対して一定割合の方が無回答ということと思うので

すが、実際に回答する側としての質問のところを書くときに、選ぶ形ではなくて具体

的に金額を埋める形になっていたので、源泉徴収を見てみないとか主人と一緒に幾ら

だろうとか、これはどういうことだろうという形で、話をしながらではないと簡単に

は埋められない形だったので、今後あるのであればもう少しそれを、幾らから幾らで

選択できるとか、もう少しわかりやすいような形で、回答する側が書きやすいような

形の設問にしていただけたほうが、より回答する側も回答しやすいのかなと。恐らく

ちょっとなったときに、一旦我が家でもとまってしまったので、また後日やろうとい

う形になったので、回答したくない方もいらっしゃるのかもしれないですけれど、質

問的に回答が難しいような回答の欄になっておりましたので、もし今後あるようであ

れば、金額で選んだりするとか、もう少し詳しく解説を載せるなどしていただければ、

より回答率も上がるのかなと思いました。 

 

【事務局】 

今のご指摘いただいたこと、いかになるべく答えていただきたいというところで、

かつ余り幅をはかってしまうと、そういう意味での出てくる数字も誤差が出てしまう

という、非常に悩みが多いところで、選ぶ選択肢だったということなのですが、今後、

同じような調査をしていくかというのは、今回つくって５年計画という中で、また見

直しなりというのが出てくると思います。そういう中で、どういう形でやっていくか

というのは、また考えていくことになると思うのですが、確かに答えていただかない

ことには実態もつかめないというのがございますので、そういうふうについてまた同

じような調査、また違うような調査というのを今後あり得るかもしれません。そうい

うところで、答えていただけるような工夫というのはしっかりしていきたいと思って

おります。どうもありがとうございました。 
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【事務局】 

 中間まとめのところが来年２月にご報告という話をさせていただいたのですけれど

も、資料としましてはパブリックコメントをかける段階で、内容としては一般公開と

いうことになりますので、各委員様のほうにはパブリックコメントに掲載する中間ま

とめのほうを送らせていただきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 

3.閉会 

【会長】 

それでは、ほかにないようでしたら、閉会のご挨拶を神長副会長からお願いいたし

ます。 

 

【副会長】 

 ご挨拶ではないのですけれども、感想を一言だけ話しさせてください。本当に待機

児童解消については、事務局のほう大変だろうなと思いましたが、きめ細かく対応し

てくださっていて、きょうの議論の中で確認したいというところ、皆さん活発に議論

していただいて、一つの方法を共有できたかなと、待機児童をいかに解消していくの

かということと、多分ゼロ、一、二歳と３歳の問題は、質をいかに確保していくかと

いうことだろうなと思いますので、かなり量を確保しながら、いかに質を、これから

担保していくかということは、一つ見ていくところかなと思って伺っておりました。 

 貧困対策については、数字の一つ一つは重みがあるなと思うのですけれども、どう

対応していったらよいのか、この数字をどういうふうに解釈をしたらよいのかという

のは、少し数字をにらめっこしながら、また中間まとめを考えながら考えていきたい

なというような感想をもちました。 

 皆さん、本当に活発なご議論ありがとうございます。 

 

【会長】 

 それでは、本日の子ども・子育て会議を閉会いたします。どうもありがとうござい

ました。 


